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Ⅰ．はじめに 

現在、経団連では、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボットなどの革新技術

の活用により、経済成長と社会的課題の解決の両立を図る「Society 5.0」の実

現に向けた取り組みを展開している。これは国連の掲げる「持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）」と符合するものであり、経団連は「Society 5.0 for ＳＤＧ

ｓ」を提唱し、各目標を先端技術の活用を通じて成し遂げようとしている。 

「Society 5.0」の中核となるのが、実世界に存在する多種多様なデータの利

活用である。産業毎、あるいは産業横断的にこれらのデータを収集・分析し、

新たな付加価値を創造することで、わが国経済の持続的な発展に取組んでいか

なければならない。 

物流は、Society 5.0が標榜する革新技術との親和性も極めて高いことから、

こうしたデータの利活用による変革が最も期待される産業の一つである。物流

は、いわば「経済の血流」として経済成長の実現に不可欠であり、引き続き、

企業の事業活動や人々の日常生活を支える重要な社会インフラとして、一層多

様化・高度化する役割を果たすよう求められている。今後、「情報」の流れが

格段にスピードアップするなかで、「モノ」の流れをいかに同期させていくか

が極めて重要な課題となることから、物流においても、Society 5.0の実現に向

けて、最先端技術を積極的に導入し、サプライチェーン全体の効率化・高度化

を図る視点が欠かせない。 

こうしたなか、わが国の物流は、様々な課題に直面している。物流サービス

における需要の面では、例えば、eコマース急速な拡大によって、ＢｔｏＢ、

ＢｔｏＣの双方において多量の貨物をいかに効率的に輸送するかが課題となっ

ている。ＢｔｏＣにおいては、商品購入の場の一部は実店舗からオンラインシ

ョップへ移行するなど、消費者の購買スタイルが変化しており、こうした新し

い消費形態に対応すべく、物流においても小売等との連携による一層の効率

化・高度化が必要となる。また、サプライチェーンのグローバル化が進み、部

品・工程レベルで細分化された国際分業が伸展しており、国境を越えた物流を

高品質・短時間・低コストで行うことが求められている。 
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一方、物流サービスの供給の面では、とりわけ、トラック輸送や内航海運を

中心に担い手の高齢化1や人手不足2の問題が深刻化しており、現在の輸送サー

ビス水準を維持することさえ危ぶまれる状況にある。わが国の生産・消費を支

える重要な社会インフラとして、強固で柔軟な物流を維持するためにも、労働

環境の改善や人材確保・育成策の拡充とともに、物流現場の省人化・省力化に

取り組むことが急務となっている。また、インフラの老朽化・処理容量不足の

改善、及び地球環境問題や大規模災害をはじめとする社会的課題への対応も求

められている。 

さらに、わが国経済の一層の成長を見据え、物流ネットワークの持続可能性

の確保にとどまらず、わが国物流事業者が世界と伍していくために、国内外に

おける競争力強化も極めて重要である。国内物流に関しては、世界銀行が公表

した2018年版「物流パフォーマンス指標（ＬＰＩ; Logistics Performance 

Index）」において、わが国は総合で世界５位に位置づけられる一方、分野別3

では、事業環境の一層の向上が求められる。また、海外物流に関しても、既存

のサービスの効率化・高度化に加えて、特色あるサービスの提供が必要になる。 

その際、生産・消費の変革に合わせて、物流も自ら新たな形へと発展してい

かなければならない。生産に関しては、製造業の付加価値の源泉が「モノ」そ

れ自体から「サービス・ソリューション」も組み合わせた新しい形態へと移行

するなか、物流業においても、関係者全体で連携して付加価値の高いサービ

ス・ソリューションを提供することが考えられる。 

                         
1 総務省統計局「労働力調査」（2017年）によると、道路貨物運送業における45歳以上の

労働者の比率は、57％となっている（全産業は53％）。また、日本内航海運組合総連合会

によると、内航船員20,438名（2016年10月時点）中、50歳以上が55％となっている。 
2 厚生労働省「一般職業紹介状況」によると、2018年７月の運輸業・郵便業における新規

求人数（原数値）は、前年同月比で5.2％増となっている（全産業は3.7％増）。また、自

動車運転の職業の有効求人倍率（パートタイムを含む常用のみ）は、2.93となっている

（全職業は1.42）。 
3 同指標を分野別に見ると、わが国は、International shipments（輸送手段確保の容易性）

で14位、Tracking & tracing（貨物追跡・管理）とTimeliness（輸送の適時性）で10位と

なっている。 
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このように、多くの課題に直面するなか、最先端技術の利活用を進めること

で、物流業における労働環境の改善と魅力の向上、国内外における強靭な物流

ネットワークの構築を実現するとともに、わが国の主要物流事業者がグローバ

ルプレイヤーとして活躍することが期待される。 

そこで、以下に、Society 5.0時代における物流のあり方とその実現に向けた

課題を整理するとともに、講じるべき施策を提言する。 
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Ⅱ．Society 5.0時代の物流――2030年に向けて 

１．ＢＰＲ4と最先端技術による物流の変革 

物流の効率化・高度化に向けて、まずは関係者が一体となってＢＰＲを強力

に推進するとともに、すでに実用化されている技術を徹底的に活用することが

欠かせない。そのうえで、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ、ロボット等の革新的

技術を導入することにより、物流はイノベーションの創出を喚起しつつ、以下

の５つの様相へと変化を遂げる。 

 

（１）つながる物流 

ＲＦＩＤ 5等のＩｏＴ技術の実装により、国内外の貨物や輸送機関がネット

ワークで「つながり」、物流をリアルタイムで追跡・管理することが可能とな

る。 

また、メーカー、小売・卸売事業者などの荷主企業や物流・通関事業者はも

とより、銀行、保険会社、さらには税関をはじめとする行政機関など、物流に

携わるあらゆる関係者が、ブロックチェーン技術等も活用しながらネットワー

クで「つながる」ことにより、必要なすべての行政・民間手続をデジタル化す

る。さらに、調達・生産・輸送・販売の情報をリアルタイムで共有するととも

に、ＡＩ等を用いて需給等の予測を行うことによって、サプライチェーン全体

の調整・最適化が図られる。 

 

                         
4 ＢＰＲ（Business Process Re-engineering）：専門化され分業化が進んだ組織におい

て、顧客価値向上の観点から、ビジネス・プロセス（組織や制度、職務、業務フロー、

管理機構、情報システム等）を再設計する一連の改革。 
5 ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）：無線データ通信を利用した認識技術。

リーダーライタとＲＦタグにより構成され、リーダーライタから離れた位置（非接触）

からＲＦタグに対してデータの読み取り、書き込みを行う。バーコードに比べ、非接触

であること、被覆可能であること、複数同時読み取りが可能であることなどが利点とし

てあげられる。 
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（２）共同する物流 

 情報連携によって、企業間はもとより業種横断的な「共同」の取り組みが進

み、物流リソースの最適利用が実現する。例えば、プラットフォーム上で荷主

の輸送ニーズと物流事業者のリソースをマッチングさせる仕組みが普及し、荷

主同士が業種の垣根を越えて容易に「共同」輸送を行うようになる。また、Ｒ

ＦＩＤ等のＩｏＴ技術による徹底した管理のもと、パレット、コンテナ、通い

箱等の輸送機材を「共同」で使用することで、輸送効率の向上が実現する。 

 さらに、ラストワンマイル輸送についても、宅配ロッカーの設置・管理など

を「共同」で行うことにより、多様な手段が実現する。 

 

（３）人手を解放する物流 

 物流現場における人的作業が機械で代替されることにより、多くの人手が

「解放」される。例えば、高速道路での幹線輸送におけるトラックの自動走

行・隊列走行、自動走行車・ドローンを活用した小口輸送、船舶の自動運航が

実現し、輸送の省人化・省力化を達成する。また、物流施設や店舗においても、

ＷＭＳ 6やロボット、ＲＦＩＤ、画像認識技術等により、荷役、検品、ピッキ

ング、仕分けといった作業の大部分を機械で行うようになるとともに、人手を

介さなければならない作業についても、ウェアラブル端末等による作業支援で

効率化が図られる。 

 

（４）創造する物流 

 データ利活用によって、物流が新たな価値を「創造する」ことも可能となる。

例えば、ＩｏＴ等により得られた物流ビッグデータをＡＩ等により分析するこ

とで、顧客の潜在的ニーズを発掘し、それに合わせたサービスを提供できる。

また、生産・販売との連携が進むことで、製品の生産・販売に連動した最適な

                         
6 ＷＭＳ（Warehouse Management System）：物流センター内の一連の作業、具体的には

入荷・在庫・流通加工・帳票類の発行・出荷・棚卸などを効率化し、一元的に管理する

ソフトウェア「倉庫管理システム」のこと。 
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在庫管理・輸送手段の選択、物流を考慮した製品の設計などが行われるように

なる。これにより、コストとリードタイムの削減が実現するのみならず、物流

事業者が製品の修理・メンテナンス、組立・カスタマイズなど、新たな付加価

値サービスを提供することとなる。さらに、蓄積された膨大な物流データを生

活、交通、エネルギーなど他の領域において活用し、産業横断的なイノベーシ

ョンの創出につなげることも考えられる。 

 

（５）社会に貢献する物流 

 最先端技術を物流に活用することで、地球環境問題、大規模災害リスク等の

社会的課題の解決にも一層「貢献する」こととなる。例えば、地球環境問題対

策としては、次世代自動車（ＥＶ、ＦＣＶ等）、ＬＮＧ燃料船等の温室効果ガ

スの排出を着実に削減する輸送手段の開発・導入等により、物流の環境負荷が

低減される。 

 また、大規模災害発生時には、ＩｏＴやドローン等を活用することでインフ

ラの被害情報、交通情報等が共有され、物流ネットワークの維持継続・早期復

旧、地域の救援・復旧を迅速に実行できるようになる。 

 

２．2030年の物流業 

物流における最先端技術の活用の進展をはじめとする社会環境の変化により、

2030年の物流と物流業界は以下のようになっていると予想される。 

 

（１）労働環境の改善を通じた魅力ある産業への転換 

物流現場における徹底的なＢＰＲとデジタル化・機械化により、倉庫・店舗

内における荷役・検品・棚卸、書類の記載内容の照合・転記、書類の保管をは

じめとする定型的な作業が省人化・省力化・自動化される。その結果、作業員

の負担は劇的に軽減され、ヒューマンエラーも大幅に減少する。また、取引・

労働の透明化・可視化が進み、適正取引の推進が容易になる。それにより、ト
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ラック輸送、倉庫内作業をはじめとする物流業の仕事の魅力が高まり、物流業

界には若年層を含む優秀な人材が多く集まる。 

 

（２）物流業の大規模装置産業への変貌 

機械の導入による物流の自動化・省人化は、物流業を従来の労働集約型産業

から脱却させる。その過程で、物流事業者を巡るＭ＆Ａ、他産業との連携、他

産業からの参入による企業集約の進展を通じ、物流業の多くは競争力を一層強

化し、大規模な装置産業へと変貌する。 

 

（３）シームレスなグローバルサプライチェーンの構築 

日本企業がアジアを中心に新興国市場を開拓するなか、物流事業者もグロー

バルにビジネスを展開し、国境を跨ぐシームレスなサプライチェーンの構築が

進む。また、サプライチェーンが複雑化するなか、重要な物流の見極めと断絶

防止、日本を経由しない物流の品質確保など、より高度な役割も果たすことと

なる。その際、先端技術を活用し、リスクヘッジの仕組みも進化する7。 

さらに、わが国物流業には、正確かつ丁寧な輸送・オペレーション、多様な

ニーズ（コールドチェーン、多頻度・小口輸送など）への対応力といった強み

がある。海外事業を積極的に展開するわが国の物流事業者は、こうした強みと

最先端技術を巧みに組み合わせながら国際展開を進め、世界市場を席巻するプ

レイヤーとなっていく。 

 

                         
7 ＲＦＩＤ等による貨物追跡とビッグデータによるリスク把握を組み合わせた保険などが

考えられる。 
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Ⅲ．実現に向けた取り組み 

１．分野横断的な取り組み 

（１）民間の取り組み 

①物流ネットワークの維持・発展に向けた物流再設計と企業間連携 

近年、人口減少・少子高齢化の進行やｅコマースの急拡大等の環境変化から、

物流業界においては担い手不足、労働環境の悪化をはじめとする様々な問題が

深刻化している。わが国の物流ネットワークの中長期的な維持・発展を図るた

めには、物流事業者と発着荷主双方の協力・連携のもと、輸送頻度の見直し、

輸送量の平準化、輸送と荷役の分離、貨物のユニットロード8化など、物流の再

設計に取り組むことが急務である。特に、わが国の国内貨物輸送においては、

荷主の要望に応じた短いリードタイムでの納品、厳しい時間指定があたかも当

然のこととされてきた。しかし、これでは早晩立ち行かなくなることは明白で

あり、物流事業者に過度の負担がかからないような取り組みが求められている。 

また、物流事業者間においても、リソースを共同利用するなどの連携をこれ

まで以上に進めることが望ましい。さらに、サプライチェーンを越えて、メー

カー、卸・小売事業者、物流事業者等をはじめとする多種多様なステークホル

ダーが協力し、情報連携や共同物流等による合理化・効率化に取り組むことも

重要である。 

 

②ＩＣＴ投資の適切な実行 

物流の効率化・高度化に向けたＩＣＴ投資はコストを要するものの、長期的

には生産性向上に大きく資することが期待される。特に、機械が人的作業を代

替することで、今後の担い手不足・高齢化や物流ニーズの高度化・複雑化にも

適切に対処することが可能となる。また、ＩＣＴ機器・システムを導入し、現

場の経験とノウハウのデータ化を進める。得られたデータをＡＩ等により分析

                         
8 ユニットロード：複数の貨物を、機械や器具による荷役・輸送に適した単位にまとめた

もの（パレット貨物、コンテナ貨物など）。 
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することで、従来の「職人技」を経験の浅い作業員の教育に活用するとともに、

ロボットでの再現も可能となる。 

ＩＣＴ投資を進めるにあたっては、従業員、顧客などの理解・協力が欠かせ

ない。社会全体がＩＣＴ投資の重要性を認識し、必要に応じて外部の専門家の

意見を取り入れながら、全体を底上げするべきである。その際、中小企業によ

る投資も重要であり、これを推進するためのインセンティブや税制上の優遇策

等が期待される。 

 

（２）政府の取り組み 

①「総合物流施策大綱」の着実な推進 

 2017年７月に閣議決定された「総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）」

は、「新技術（ＩｏＴ、ＢＤ、ＡＩ等）の活用による“物流革命”」等を推進

することとしている。これは本提言と軌を一にするものであり、今後、同大綱

に基づき策定された「総合物流施策推進プログラム」について、ＰＤＣＡサイ

クルを回しながら着実に推進していくことが重要である。また、次期以降の大

綱等においては、時代の変化を踏まえ、本提言で示したような形で、最先端技

術の活用と物流のグローバル化の視点をより強調することが期待される。 

 

②省庁・部局横断的な取り組みの推進 

物流の効率化・高度化に向けてデータ利活用等の分野横断的な施策を推進す

るためには、関係する各省庁・部局が協働して取り組むことが欠かせない。そ

の際、会議体の集約等、省庁間・部局間連携を念頭に置いた体制の設計・構築

が必要になる。例えば、自動走行・隊列走行に関しては、「自動走行ビジネス

検討会」「自動運転に関する官民協議会」等の関係する会議体が密に連携して

議論を進めることが期待される。また、貿易手続のデジタル化に関しても、省

庁間連携の強化などが求められる。 
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③戦略的なインフラ整備の推進 

物流の効率化・高度化のためには、道路、港湾、鉄道、空港等のインフラの

維持・増強やＩＴ化も重要となる。自動走行・隊列走行の実用化など、将来の

交通システム全体のあり方を描き、そのうえで、「選択と集中」の考え方に基

づき戦略的なインフラ整備を進めるべきである。その際、ＢＩＭ／ＣＩＭ9をは

じめとするＩＣＴ技術を積極的に活用する視点が欠かせない。 

 

（３）官民共同の取り組み 

①消費者を含む発着荷主に対する理解・協力の呼びかけ 

わが国の物流ネットワークを長期的に維持・発展させていくためには、発着

荷主の理解・協力が不可欠である。特に対消費者の物流については、送料無料、

宅配便の再配達など、応分のコスト負担を求めない配送サービスが拡大するな

か、消費者の間には、物流はあたかも空気のごとく無償で提供されて当然であ

るかのような認識が蔓延している。しかし、生産年齢人口の減少やオンライン

ショッピングの拡大等により、そのしわ寄せが物流事業者に及び、宅配をはじ

め各種の物流サービスの持続可能性は危機に瀕している。物流事業者に過度な

負荷がかからぬよう、官民が一体となり、配送コスト負担の明確化、再配達の

削減等について、消費者に理解・協力を呼びかけていかなければならない。 

 

②研究開発・国際標準化の推進 

ＲＦＩＤ等の無線通信技術の普及促進、自動走行・隊列走行技術の実用化、

貿易書類のデジタル化など、物流における新技術の導入に向けては、官民が一

体となって研究開発を推進するとともに、データフォーマット等の国際標準化

                         
9 Building Information Modeling/Construction Information Modeling：建築や土木工作

物に係わる情報をデジタル化したもので、３次元モデルと属性情報を格納するデータベー

スである。 
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に取り組むべきである10。その際、現場の事情をよく理解し、かつ公平に判断

できる主体が中心となって取り組むことが望ましい。 

 

③物流データの取得・流通促進 

データ利活用による物流の効率化・高度化を実現するためには、多種多様な

物流関連データの取得・流通を促進することが重要である。国土交通省を中心

に、関係省庁や民間企業が共働し、将来の物流データ利活用のあり方に関する

グランドデザインを策定したうえで、政府においては、ＮＡＣＣＳデータをは

じめとする公共データの開示を推進していく。また、民間におけるデータの流

通が円滑に行われるよう、データに関わる権利責任の整理、データ利活用に関

する基本的なルールの策定、オープンＡＰＩ等の新たなデータ流通の仕組みの

構築等に取り組む必要がある。 

 

④物流に関する情報連携の推進 

国内・海外を問わず、調達・生産・輸送・販売に関するすべての情報伝達を、

口頭・書面ではなくデジタルデータにより効率的に行えるようにするため、官

民一体で情報連携を強力に推進する必要がある。 

政府においては、物流に関する各種行政手続のデジタル化・簡素化・円滑化

を推進すべきである。これにより、物流データの蓄積、企業の負担軽減に寄与

するとともに、行政機関の生産性向上・働き方改革にもつながる。 

また、物流関連の各種のプラットフォームについては、政府が主導して構築

を進める必要がある。その際、プラットフォームは可能な限り集約すべきでは

あるものの、現実には既存のものを含め、国内外において目的や地域別にいく

つかのプラットフォームの存立が想定される。こうした状況下、国が標準化、

                         
10 世界的には、ＩＳＯ（国際標準化機構）、ＩＥＣ（国際電気標準会議）、ＧＳ１のＥＰ

Ｃglobal（ＲＦＩＤの標準化を推進）、国連ＣＥＦＡＣＴ（貿易簡易化と電子ビジネスの

ための国連センター。サプライチェーン、関税、金融、行政等の分野における電子的な情

報交換の仕様を規定）等が標準化を推進している。 
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ルール策定等の調整を行い、複数のプラットフォーム間の相互接続性・業務連

続性の確保を図ることが期待される。 

 

⑤サイバーセキュリティの確保 

 情報連携を進めるにあたり、サイバーセキュリティの確保が大前提となる。

政府の「重要インフラの情報セキュリティ対策に係る第４次行動計画」11では、

14の重要インフラ分野の一つに「物流」が指定された。今後、同計画に基づき、

官民一体で安全基準等の整備・浸透、情報共有体制の強化、障害対応体制の強

化、リスクマネジメント、防護基盤の強化に取り組むことが求められる。 

 

⑥ＩＣＴ投資の拡大に向けた対応 

 物流のデジタル化に向けた投資は、サプライチェーン全体で取り組まなけれ

ばならない課題である。そのため、大企業のみならず中小企業においてもデジ

タル化が進むよう、サポート体制の構築が必要となる。特に、ＩＣＴ投資が進

まない理由としては、費用対効果、ＩＴ人材の不足などがある12ことから、生

産性向上のため、官民一体で各種電子機器、システム等の導入コスト低減に向

けた研究開発、ＩＴ人材の育成などを推進することが望ましい。 

 

                         
11 2018年４月18日公表。期間は東京オリンピック・パラリンピック開催までを視野に入れ、

大会終了後に見直しを実施。 
12 物流業界の９割超は中小・零細企業が占めている。帝国データバンク「平成27年度中小

企業の成長と投資行動に関する調査報告書」（2016年３月）によると、重要性を認識しつ

つも、現在ＩＴ投資を実施していない中小企業は、その主な理由を「ＩＴを導入できる人

材がいない」「導入効果が分からない、評価できない」「コストが負担できない」として

いる。また、すでに実施している中小企業は、今後ＩＴ投資を行っていく上での課題とし

て「情報セキュリティ等のリスク対応が必要」「社員のＩＴ活用能力が不足している」

「ＩＴ人材が不足している」などを挙げている。 
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⑦国際連携の強化 

グローバル物流の効率化・高度化を進めるにあたっては、他国における貿易

手続のデジタル化・円滑化、国際的なデータの流通・取得など、わが国だけで

は対応できない課題も多い。そうした課題を解決すべく、国・企業はそれぞれ

の立場で諸外国との連携を強化し、わが国の質の高い物流システムの海外展

開13も視野に、ルール策定やデータフォーマットの国際標準化を推進すること

が望ましい。 

 

２．分野別の取り組み 

（１）事業者間の情報連携と貨物輸送の可視化 

①サプライチェーン統合プラットフォームの構築 

 

 単独または異なる複数のサプライチェーンを結ぶ「サプライチェーン統合プ

ラットフォーム」上において情報連携を行うことで、発注から納品、決済まで

の手続き全てのデジタル化・ペーパーレス化を実現する。 

                         
13 低温物流（コールドチェーン）網の展開と、それを活用した小口保冷宅配などがある。 

サプライチェーン統合プラットフォーム

サプライヤー メーカー 卸 小売 消費者

物流関連データ
在庫情報 物流リソース稼働情報
輸送状況 交通・気象・災害情報
……

生産・販売データ
発注・納品情報 決済情報
生産・販売計画 需要・供給動向
トレーサビリティ情報 ……

物流事業者 金融機関 商品の流れ

情報連携

サプライチェーン統合プラットフォームのイメージ 
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 企業はその規模によらず、同プラットフォームを通じて、サプライチェーン

における調達・生産・物流・販売の情報を共有できるようになる。最終的には、

荷主、物流事業者、行政機関をはじめとするあらゆる関係者に対して、すべて

の情報伝達をデジタルで行うことを義務付けることが望ましい。併せて、物流

関連の行政手続もすべてデジタル化すべきである。 

「サプライチェーン統合プラットフォーム」の構築にあたっては、国が民間

と連携し、調整の主体となることが期待される14。その際、各データの公開範

囲に十分配慮しなければならず、データとその活用方法の標準化、同業他社等

との競争領域と協調領域の切り分けを慎重に行うことが必要となる。 

 

②ＩｏＴ技術等を活用した物流の全体最適化 

 貨物・輸送機関のトラッキングに向けては、個々の貨物をＲＦＩＤ、ＬＰＷ

Ａ15等のＩｏＴ技術で管理することにより、どの貨物が、いつ、どこに、どの

ような状態で輸送・保管されているかを適時適切に把握できるようにする。特

に期待度の高いＲＦＩＤについては、国が主導して社会実装に向けた取り組み

を加速するべきである。同時に、ＲＦＩＤの規格標準化、幅広い分野での利活

用促進、低コスト化、精度向上等に向けて、官民が連携して研究開発を行うこ

とが期待される。 

また、サプライチェーン統合プラットフォーム上において、貨物・輸送機関

のＩｏＴデータ、消費者の購買データをはじめとする調達・生産・輸送・販売

のあらゆる情報を集積・共有し、それらをＡＩで分析して需給等を予測する。

これにより、個々のサプライチェーンに過度な負荷をかけることなく、調達・

生産・輸送・販売の全体最適化を実現する。 

  

                         
14 内閣府が主導する「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」の第２期課題の

一つ「スマート物流サービス」では、「物流・商流データプラットフォーム」の開発、

「モノの動き」及び「商品情報」の見える化技術の確立について研究を進めていく。 
15 ＬＰＷＡ（Low Power Wide Area）：省電力で広域をカバーできる無線通信規格。 
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（２）物流リソースのシェアリング 

①輸送マッチングプラットフォームの構築 

 

 国が調整の主体となり、荷主の輸送ニーズと物流事業者が有する輸送リソー

スを効率的に結びつける共通の「輸送マッチングプラットフォーム」を構築す

べきである。これにより、業種・業態の垣根を越えて条件に合致するパートナ

ー企業を検索・確定することが可能になり、トラック等への貨物の混載、複数

荷主の共同配送、バスやタクシーによる貨物輸送（貨客混載）など、リソース

の有効活用が推進され、効率的な物流が容易に実現できるようになる。 

同プラットフォーム上では、荷主とトラック事業者間の契約をすべてスマー

トフォンのアプリケーションなどで定型的に行うことで、原価と標準的運賃の

計算や適正取引の推進が容易になる。なお、複数荷主の貨物を混載する場合に

は、貨物の組み合わせが適切に行われるよう、十分配慮する必要がある。 

 

輸送マッチングプラットフォーム
輸送サービス供給情報
リソース稼働・予約状況
発着地
重量・寸法
荷姿
所要時間
……

輸送サービス需要情報
発着地
重量・寸法
荷姿
希望到着時刻
……

物流事業者Ａ 物流事業者Ｂ 物流事業者Ｃ 物流事業者Ｄ 物流事業者Ｅ

荷主Ａ 荷主Ｂ 荷主Ｃ 荷主Ｄ 荷主Ｅ

マッチング

情報連携

輸送マッチングプラットフォームのイメージ 
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②輸送機材の共有化・共同利用の推進 

 積載効率の向上や荷役作業の効率化の観点から、貨物のユニットロード化を

進める必要がある。そのためには、パレットの使用を徹底して手荷役を極力減

らすとともに、コンテナ、パレット、通い箱等の輸送機材の規格標準化、共有

化・共同利用を推進すべきである。共有化・共同利用に向けては、輸送機材の

管理が課題の一つとなっており、ＲＦＩＤ等のＩｏＴ技術の活用も視野に入れ

つつ、紛失防止等の対策を徹底することが欠かせない。また、ＤＦＬ 16の観点

から梱包資材や形状の標準化も重要である。 

 

③ラストワンマイル輸送への対応 

ラストワンマイル輸送においても、従来の配達方法にとどまらず、宅配ロッ

カー・宅配ボックスや小売店等による引き渡し、タクシーやバスによる貨物輸

送（貨客混載）など、多様で柔軟な手段が利用できるようにする。それらの普

及に向けた実証実験や規制改革等を推進すべきである。特に宅配ロッカーにつ

いては、複数の荷主・物流事業者による共同利用が効率的で望ましく、その推

進のため、国主導の取り組みが求められる。 

 

（３）道路・まちの物流イノベーション 

①トラックの自動走行・隊列走行の実現 

 トラック輸送については、高速道路での幹線輸送において隊列走行が実用化

する。また、一部の地域において、高速道路以外で自動走行車を活用した輸送

が実現する。 

 自動走行・隊列走行技術の実用化に向けては、政府の「官民ＩＴＳ構想・ロ

ードマップ」に基づく取り組みを着実に推進することが重要である。その際、

乗用車メーカー、トラックメーカー、物流事業者、荷主など様々な分野の民間

事業者と関係省庁が一体となって、わが国の都市計画・交通インフラ全体のあ

                         
16 Design for Logistics。 
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り方を含めて議論し、多様な視点から中長期的なグランドデザインを策定する

ことが望ましい。 

 また、現在は開発・実証実験が中心で、インフラ・制度整備が遅れていると

の指摘がある。開発・実証実験とインフラ・制度整備の両者は互いに歩調を合

わせ、バランスよく推進していくことが重要である。特にインフラに関連し、

高速道路におけるトラックの自動走行・隊列走行の実現には、専用ルート・時

間帯の確保、あるいは専用レーンの整備が必要である。そのため、例えば、東

名高速道路において、夜間に１レーンを専用化することも検討に値する。 

 これに関連し、トラック輸送の効率化のため、大型トラック・連結トレーラ

ーの走行を可能にするインフラ整備等が求められる。また、土地利用規制の緩

和等により、スマートインターチェンジによる高速道路と物流施設の直結を推

進すべきである。併せて、道路構造の保全と交通の危険防止の観点から、車両

重量自動計測装置の設置拡大、違反車両に対する指導・取締りの徹底など、過

積載防止に向けた取り組みを強化することが必要である。 

 

②ビッグデータに基づく最適な輸送の追及 

車載端末を活用した交通情報の可視化、ＡＩによるビッグデータ分析等によ

り、輸送車両の走行ルート、積載貨物等の最適化もできるようにする。 

 交通情報の可視化に向けて、義務付けも視野に入れながらＥＴＣ 2.0の普及

を推進する必要がある。併せて、ＥＴＣ 2.0の情報を中型・大型の事業用トラ

ック等に搭載を義務付けているデジタルタコグラフ等と連携させ、リアルタイ

ムで交通情報を把握できるようにすることが望ましい。 

 

③ドローンの実用化 

 人手不足等の解消の一助となるよう、貨物輸送におけるドローンの実用化が

待たれる。そのためには、目視外飛行・第三者上空飛行や電波利用などに関す

る制度整備、運行管理の高度化や安全性・信頼性確保などに向けた技術開発が

必要となる。 
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④ロボット等による物流施設・店舗作業の効率化 

 物流施設、店舗等の建物内においては、ロボットによる荷役の自動化、ＲＦ

ＩＤ等のＩｏＴ技術や画像認識技術による検品・在庫管理、ビッグデータ分析

による作業工程の最適化等を実現し、業務の負担を軽減する。とりわけ物流施

設内におけるロボット・大型機器の導入等による効率化を推進するため、各規

制の目的を考慮したうえで、必要に応じて容積率規制や防火区画規制などの建

築関連規制を見直すことが望ましい。 

 併せて、市街地や商業施設等での業務を円滑に実施できるよう、物流を考慮

した道路・建築物の設計・運用、貨物集配のための駐車スペースの整備・共同

利用等も推進することが期待される。 

 

（４）鉄道・港湾・空港の物流イノベーション 

①港湾・船舶 

 港湾における荷役の効率化に向けて、ＡＩ等を活用したターミナルオペレー

ション、ＡＧＶ（無人搬送機）や自動走行車の活用、ＩｏＴによるシャーシ共

同管理などを実現する。また、国際戦略港湾である京浜港・阪神港はもとより、

他の主要港湾も、モーダルシフトを含む内航船での幹線輸送や、国際コンテナ

戦略港湾への国際フィーダー輸送等において重要な役割を担うことが期待され

る。主要港湾については、設備の利便性向上、交通アクセスの改善などに取り

組むことが望ましい。ただし、港湾の整備を進めるにあたっては、各港湾の立

地等の特性を踏まえ、拠点となる主要港湾それぞれの機能・役割を明確化する

ことが前提となる。 

 船舶では、自動運航船を実用化し、省人化・省力化とヒューマンエラー極小

化を図る。また、ＩｏＴ等により船舶の運航状態、機器状態などの詳細なデー

タをモニタリングすることで、オペレーションの最適化、故障予測等を行う。

さらに、データを海運企業だけでなく造船所、メーカー等とも共有できる体制

を構築し、安全で経済的な船舶の設計を目指す。船舶の自動化・ＩｏＴ化に向



 

19 

けて、船舶・同関連機器の研究開発の推進、ＩＭＯ17における安全要件に関す

る議論への積極的な参画が必要となる。その際、港湾と船舶の双方について、

サイバーセキュリティに関する国際的な基準を早期に策定することが求められ

る。 

 海上コンテナ輸送の効率化に関しては、政府が「貿易手続等に係る官民協議

会 取りまとめ」（2018年３月）において具体的な施策を整理しており、これ

に基づく施策の着実な推進が求められる。まず、ＣＹ18カットタイムの短縮に

ついて、各船社・荷主の事情に即した対応が図られるよう、同取りまとめの周

知徹底を図っていく。また、渋滞の解消に向けては、ＣＹゲート搬入票のデジ

タル化、車両位置情報を活用したコンテナの事前荷繰り、搬出入予定時間帯の

事前登録などＩＣＴの活用を中心に、ハード・ソフト両面からの取り組みが期

待される。最終的には、物流の全体最適化の観点から港湾施設を再整備してい

くことも検討すべきである。 

 

②鉄道・貨物駅、空港 

鉄道については、貨物駅構内でＧＰＳと無線タグを使ってコンテナ、貨車、

トラック、フォークリフトを管理するとともに、輸送車両の自動運転との相互

連携を実現する。また、ＩｏＴ、ＡＩにより鉄道車両の保守も効率的に行える

ようにする。さらに、鉄道ダイヤの設定、輸送障害発生時の運行整理、空コン

テナの回送についてもＡＩを活用し、最適化を図る。 

 空港についても、敷地内における輸送車両の自動走行を実現するとともに、

ウェアラブル端末、ロボット等の活用による荷役の効率化・自動化を推進する。

また、ＩｏＴ、ＡＩ等の技術を活用し、最適な積み付け計画、作業プラン等を

策定する。そのためには、各事業者が通信機器を使用しやすい制度・環境の整

備、成田空港等における上屋等の空港内施設配置の再整理が必要となる。 

                         
17 国際海事機関（International Maritime Organization）：船舶の安全及び船舶からの海

洋汚染の防止等、海事問題に関する国際協力を促進するための国連専門機関。 
18 コンテナヤード。海上輸送コンテナの蔵置保管、受け渡しをする施設。 
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③各輸送モード間の連携強化 

 港湾のコンテナヤード・岸壁、空港の貨物上屋、鉄道の貨物ターミナル駅等

のインフラについては、「選択と集中」に基づき企業の生産性向上や競争力強

化に寄与する施設を見極め、補修・増強やＩＴ化を進めることが重要である。 

 また、インフラ整備と情報連携により、陸運・空運・海運の各輸送モード間

の接続性（モーダルコネクト）の向上を図り、円滑な物流の実現を通じた一層

の効率化を推進する。特に、陸運と海運のシームレスな接続によって、トラッ

クから鉄道・船舶へのモーダルシフトの拡大を促す。その際、鉄道・船舶につ

いては、より利便性の高いダイヤ編成が行われることが望ましい。併せて、輸

送障害発生時における迂回ルートや代替輸送手段の確保も重要となる。鉄道・

内航海運事業者、利用運送事業者、発着荷主、政府、港湾管理者等が協力・連

携し、ルートの多重化、有事の輸送体制の拡充等に取り組むことが期待される。 

 シームレスな物流の実現やモーダルシフトの拡大に向けては、輸送モード間

の結節の強化も重要である。港湾・鉄道駅・空港と高速道路とのアクセス向上、

港湾におけるオンドックレール19の導入などハード面の取り組みにとどまらず、

各輸送モード相互の情報連携などソフト面の取り組みも欠かせない。 

 

（５）物流グローバリゼーションの推進 

①ＮＡＣＣＳ20の十分な活用 

ＮＡＣＣＳの使い勝手の向上が待たれる。来る第７次ＮＡＣＣＳの開発にお

いては、利用者を構想段階から参加させ、制度・手続きの見直しを含むＢＰＲ

を徹底的に行う。そのうえで、利用者の利便性を十分に考慮したシステムへと

刷新するべきである。その際、民間手続との一貫性・連続性を確保し、後述の

「貿易情報連携プラットフォーム」の設計・構築を図っていく。 

                         
19 港湾のコンテナターミナルに引き込み線を敷設し、コンテナターミナル内で直接鉄道貨

車への積卸しを可能とした施設。 
20 輸出入・港湾関連情報処理システム（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated 

System）。輸出・貨物の通関関連手続や船舶・航空機の入出港関連手続をオンラインで処

理するもの。 
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また、ＮＡＣＣＳベースの貿易情報処理システムはアジアの一部の国々にお

いて導入されており、相互の情報連携を実現すべきである。併せて、日本商工

会議所等が発給する「原産地証明書」など関係機関の書類もデジタル化し、Ｎ

ＡＣＣＳ等で扱えるようにすることが望ましい。 

また、ＮＡＣＣＳに蓄積された輸出入申告に関するデータは、戦略的な物流

設備に対する投資や効率的なオペレーションの構築に活用できるため、開示の

うえ産業界全体で共有すべきである。ただし、その方法や範囲については、Ｎ

ＡＣＣＳ利用者の意向を十分に踏まえて議論する必要がある。 

 

②貿易情報連携プラットフォームの構築 

 

ブロックチェーン技術を活用し耐改ざん性を保ちつつ、信用状取引や保険証

券等、貿易に関する民間事業者間の手続をすべて一つの「貿易情報連携プラッ

トフォーム」上において、一気通貫にデジタルで処理できるようにする。また、

国内外の他のプラットフォームとの間でこれらの情報を共有することで、複数

の書類への同一事項の記入作業、各種書類の内容の照合、税関の事後調査のた

めの書類保管等が不要となる。 

輸入国輸出国

貿易情報連携プラットフォーム

輸出入
監督官庁 税関輸送事業者・

通関会社 輸入者輸出入
監督官庁税関輸出者

情報連携

銀行 保険会社 保険会社 銀行

貿易情報連携プラットフォームのイメージ 



 

22 

これにより、貨物の荷揚港到着に船荷証券が間に合わず、貨物を引き取れな

い事態の解消にも貢献しうる。現行制度では、船荷証券は紙媒体でのみ認めら

れており、デジタル化に向けた法整備等の進展が期待される。 

究極的には、貿易情報連携プラットフォームにおいて、貿易に関する行政・

民間の手続がすべてデジタルで行われるようにすることが望ましい。これに関

連し、プラットフォームに登録されたデジタルデータを原本とみなして税務調

査等における書類等の提出を免除するなどの措置が実施されれば、関係者によ

るプラットフォームの利用が促進され、全体として大幅な業務効率化が期待さ

れる。そうしたこともあり、ＮＡＣＣＳと民間手続が一体となったシステムの

設計・構築が期待される。 

また、国内外のプラットフォームの相互接続性・業務連続性の確保も重要な

課題である。前述の「サプライチェーン統合プラットフォーム」を含め、他の

プラットフォームとの情報連携を円滑に行うべく、データの標準化等に取り組

むことが求められる。 

 貿易手続のデジタル化・情報化に向けて、わが国では一部の大企業を中心に

実証実験等が行われる一方、各国において、同種のプラットフォームの構築が

進む。諸外国とのプラットフォーム構築で競争優位を確保するため、わが国の

官民が一丸となって取り組まなければならない。国際会議等への積極的参画な

どを通じて他国の政府・企業との情報交換や連携強化などを実行し、わが国が

主導して国際標準化を推進していくことが必要となる。 

 

③グローバル・サプライチェーンの整備・管理 

サプライチェーンのグローバル化に関しては、ＲＦＩＤ等のＩｏＴ技術も活

用しながら企業間の情報連携を進めることで、複数国に跨る複雑なサプライチ

ェーンを効率的に管理する。また、ビッグデータ分析により生産・物流・販売

拠点の最適配置も実現する。 

現在、国・地域毎に異なる貿易手続が企業間の情報連携の障害となっており、

必要に応じて国家間で調整を図るべきである。特に一部の新興国の通関手続に
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おいて、関税分類、原産地証明書等に関する制度の解釈相違や裁量的運用に起

因する問題が頻発している。国として、制度の解釈・運用の統一、関税分類の

事前教示制度の改善等を働きかけるべきである。 

併せて、各国における通関手続・動植物検疫の簡素化・円滑化や、原発事故

を理由とする食品輸入規制等の制度的輸入障壁の緩和・撤廃に向けた対外交渉

を政府として進めることが求められる。また、農林水産物・食品輸入の円滑化

に向けて、わが国における動植物検疫の検査体制の拡充も推進すべきである。 

 

④国際物流における各種制度の効率的な運用 

 ＡＥＯ制度21、ＫＳ／ＲＡ制度22等の各制度の間でコンプライアンスに係る管

理・手続に重複や非効率が生じ、企業に追加的な負担が発生しているとの指摘

がある。関連省庁間の連携を一層強化して、デジタル化を前提とした制度・検

査システムの一体的な運用等の改革に取り組むことが重要である。例えば、世

界税関機構（ＷＣＯ）は、物流政策に係る所管官庁の連携促進を主張してい

る23。その際、サプライチェーンの各段階の業務実態を踏まえた基準を定め、

各制度が補完し合えるような仕組みを構築することが望ましい。 

 また、ＡＥＯ制度について、認証取得による恩恵をあまり感じられないとの

声が多い。同制度の趣旨である国際貿易のセキュリティの確保と円滑化の両立

                         
21 ＡＥＯ（Authorized Economic Operator）制度：国際物流におけるセキュリティ確保と

円滑化の両立を図り、わが国の国際競争力を強化するため、貨物のセキュリティ管理と法

令順守の体制が整備された事業者に対し、税関手続の緩和・簡素化策を提供する制度。 
22 ＫＳ／ＲＡ（Known Shipper/Regulated Agent）制度：航空貨物のセキュリティレベルを

維持し物流の円滑化を図るため、荷主から航空機搭載までの過程を一貫して保護すること

を定めたＩＣＡＯ（国際民間航空機関）の国際標準に基づき制定された保安対策制度。国

土交通省から認定を受けた特定フォワーダー（ＲＡ）により貨物に爆発物が紛れ込まない

よう保安管理ができていると認定された荷主（ＫＳ）の貨物は、空港施設等において航空

会社による爆発物検査が軽減あるいは免除される。 
23 ＷＣＯ「国際貿易の安全確保及び円滑化のためのＷＣＯ『基準の枠組み』」（2005年６

月採択）のピラー３「税関と他の政府当局との協力」（2015年６月追加、http://www.wco

omd.org/-/media/wco/public/global/pdf/topics/facilitation/instruments-and-tools/

tools/safe-package/safe-framework-of-standards.pdf）。 
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を実現すべく、国家間の相互承認等を推進する必要がある。また、認証取得事

業者については税表番号分類の簡略化を認める24など、通関手続の簡素化も検

討に値する。 

 

⑤新興国における物流インフラの整備と専門人材の育成 

 新たに市場に進出する日本企業の物流を支えるため、アジアを中心とする新

興国におけるハード・ソフト両面でのインフラ整備、物流人材の育成を支援す

べきである。また、新興国における需要予測等のためにビッグデータ分析を行

う際には、その国の経済・社会統計データが必要となる。そのため、正確なデ

ータを迅速に入手できるよう、通関の申告時等におけるデータ取得、統計整備

も後押しする必要がある。 

 

（６）物流分野における働き方改革と人材育成 

①各種制度を通じた環境整備 

 トラック運送に関しては、ドライバーに適正な賃金を支払うためにも、対価

の適正収受の徹底と適正取引の浸透が不可欠である25。2017年11月に標準貨物

自動車運送約款が改訂され、積込み・取卸し、荷待ちについても料金を収受す

る旨が明記されたが、動きが鈍く、一層の取り組みが求められる。運行条件に

係る重要事項の書面化・デジタル化を早急に推進すべきである26。併せて、ト

                         
24 例えば、多品種少量の電気製品等では、各商品を分類して申告する必要がある。ＡＥＯ

認証取得事業者は、代表的な商品の分類番号で一括して申告可能にすることなどが考えら

れる。 
25 2017年11月、経団連は他の経済団体、業種別・地域別経済団体等と「長時間労働につな

がる商慣行の是正に向けた共同宣言」を公表し、必要な取り組みを推進している。 
26 全日本トラック協会「トラック運送業における自主行動計画フォローアップ調査結果」

（2018年２月実施、同年５月公表）によると、運送以外の作業の取引代金への反映ついて、

発注者の立場（下請運送事業者との取引）及び受注者の立場（荷主等との取引）の双方で

「あまり反映できていない」との回答が多数である。また、契約書面の締結については、

発注者の立場では過半数の事業者が「概ね締結」している一方、受注者の立場では過半数

の事業者が「一部締結」にとどまる。いずれの課題についても、今後荷主等の理解を得る

必要がある。 
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ラックの走行データを荷主・物流事業者が共有し、正確な荷待ち時間を容易に

把握できるようにしていく。また、トラックドライバーの長時間労働の是正も

必要である。ただし、罰則強化等で中長距離輸送の引き受け手が減少し、結果

として物流を弱めることとならないよう、十分に配慮すべきである。 

実運送を担う小規模トラック事業者にも課題は多い。原価計算に基づく適正

運賃による受注を徹底し、価格交渉力を高めていく。また、一層の経営効率

化・生産性向上を図るため、トラック事業者を集約し、大規模化を促進する必

要がある。具体的には、貨物自動車運送事業の許可基準における最低車両台数

（現在は５台）を下回る減車の禁止、同台数の引き上げなどを検討すべきであ

る。 

荷主から実運送事業者の間に複数の事業者が入る多層化構造に起因する課

題27も多く存在している。2017年３月に全日本トラック協会が策定した「トラ

ック運送業における適正取引推進、生産性向上及び長時間労働抑制に向けた自

主行動計画」に基づき、原則、２次下請までに制限するなど、改善に向けた取

り組みが期待される。 

 

②革新技術等を活用した人材確保・育成 

 担い手の高齢化・人手不足は物流業全般に及んでいる。トラックドライバー

不足を緩和する取り組みとして注目されるモーダルシフトを担う内航海運にお

いても深刻化しており、人材の安定的な確保が喫緊の課題となっている。 

 物流現場が若年層はもちろん女性・高齢者を含む多くの人にとって、さらに

働きやすい環境となることを目指さなければならない。そのために、物流現場

の消人化・省力化に加えて、人材育成のための研修・教育活動や広報活動の充

実等に継続して取り組む必要がある。 

                         
27 適正運賃・料金の収受、運行時間管理、作業安全の確保などが困難になる場合がある。 
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 物流現場の省人化・省力化に向けて、情報端末等の電子機器を積極的に活

用28するとともに、自動走行・隊列走行技術、自動運航船、ロボット等の実用

化・普及に向けた研究開発・環境整備を推進すべきである。また、ウェアラブ

ル端末、車載端末等により個々の従業員のデータを収集・分析し、物流関連業

務の支援、人員配置の最適化や事故防止を図る。例えば、トラックドライバー

の点呼（健康状態や酒気帯びの有無の確認）を機械によって迅速かつ正確に行

うとともに、走行中もドライブレコーダー等を通じてドライバーの運転の仕方

や走行中の状態などを把握し、事故を未然に防ぐ対策を強化していく。 

 人材育成については、トラックドライバー、船員、物流機材を操作する有資

格者をはじめとする技能人材の養成機関の拡充等に取り組むとともに、ウェア

ラブル端末を活用した教育・技術伝承等を推進することも重要である。 

 

（７）地球環境問題・大規模災害への対応 

①地球環境問題 

 次世代自動車（ＥＶ、ＦＣＶ等）、ＬＮＧ燃料船など環境にやさしい次世代

輸送手段の実用化に向けた環境整備を進める必要がある。次世代自動車につい

ては、蓄電池性能の向上、燃費性能の改善、車両の低コスト化等に向けた研究

開発、充電インフラ・水素ステーション等の整備等を推進すべきである。また、

ＬＮＧ燃料船の普及に向けて、ＬＮＧバンカリング拠点等を整備する必要があ

る。併せて、事業者間の連携によりモーダルシフト、共同物流、配送頻度の適

正化等を推進し、環境負荷の低減を図る。 

                         
28 製油所・石油化学工場等の危険物取扱施設においてタブレット端末等の電子機器を導入

するにあたり、防爆認証を受けた機器の使用を求められる場合がある。こうした機器は流

通量が少なく高価であり、また、産業安全技術協会による防爆認証には時間がかかること

が課題となっている。短期間で認証を得られるような体制整備を進めるべきである。 
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 さらに、ＬＣＡ29の観点から、サプライチェーン全体で連携して環境負荷低

減に取り組む姿勢が欠かせない。2020年に実施が予定される、船舶の燃料油中

の硫黄分濃度規制の強化30についても、関係者全体で連携・協調して円滑に対

応できるよう、官民一体となって取り組むことが重要である。 

 

②大規模災害 

 ＩｏＴ、ＧＰＳ、車載端末、ドローン等の最新の技術を活用し、インフラ、

車両、貨物等の情報を官民一体で収集・共有できるシステムの構築が急がれる。 

 大規模災害の発生時においては、被害を受けたハードインフラはもちろん、

情報ネットワーク等ソフトインフラの早期回復に優先して取り組む。これによ

り、同システムを通じて、インフラ情報、交通情報、貨物の位置情報などをリ

アルタイムで把握することが可能となる。それらの情報に基づき、着実な事業

継続に向けた代替輸送手段・ルートの確保や、小売店等による被災者への物資

供給を円滑に実施していく。すでに内閣府中央防災会議の下で官民による「国

と地方・民間の『災害情報ハブ』推進チーム」が発足し、国・地方公共団体や

民間企業などがそれぞれに保有する各種情報を共有するシステムの構築が進め

られている。この「災害情報ハブ」を着実に社会実装につなげていくことが重

要である。 

 災害時の支援物資については、小売店等民間による供給と国・自治体の支援

の効果的な連携について、関係者間で十分に議論する必要がある。併せて、輸

                         
29 Life Cycle Assessment：原材料採取から製造、輸送（保管）、販売、使用、再利用、廃

棄に至るまでの製品の一生涯（ライフサイクル）で、環境に与える影響を分析し、総合評

価する手法。 
30 海洋汚染防止条約（ＭＡＲＰＯＬ条約）では、燃料油中の硫黄分濃度を世界的に規制し

ており（ＳＯｘ規制）、この規制値は、2020年1月以降、現行の3.50％以下から0.50％以

下に強化されることが決まっている。 
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送に必要な燃料の確保のあり方についても、自衛的な備蓄を含め官民が一体と

なって検討することが重要である31。 

 また、平時より、ＩＣＴも活用しながら、費用対効果を十分に考慮しつつ災

害に強いインフラの維持・管理を推進する必要がある。同時に、災害発生時に

主要な物流インフラが機能不全に陥らないよう、関係者が策定したＢＣＰ32の

不断の見直しを行うなど、万全を期すべきである。 

 

（８）2020年東京オリンピック・パラリンピックへの対応 

世界が注目するスポーツと平和の祭典である2020年東京オリンピック・パラ

リンピックは、首都圏の沿岸部を中心に行われることから、開催期間中の物流

が混乱する恐れがある。円滑な大会運営と経済活動の維持を両立するため、官

民一体で交通需要マネジメントを強力に推進する必要がある。直近の重要課題

として、国・東京都・東京2020組織委員会は早急に、具体的な日時や道路・区

間を含め、混雑予測や実施する規制の内容など必要な情報を関係者に開示すべ

きである。それを踏まえて、民間においても、事業の円滑な継続に向けた計画

の策定・実施に取り組むことが重要である。また、これを機に五輪後を見据え、

自動走行車・ドローンによる貨物輸送、東京港におけるコンテナターミナルの

ゲートオープン時間拡大、京浜港全体の連携強化等に実験的に取り組むことも

検討に値する。 

 

                         
31 貨物部門のエネルギー源別消費を見ると、石油燃料（軽油66.5％、ガソリン23.0％、重

油7.6％等）が大宗を占めている（資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」（2016年

度））。 
32 Business Continuity Plan（事業継続計画）。 
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Ⅳ．終わりに 

強靭で効率的な物流なくして、わが国の持続的な発展は覚束ない。物流は引

き続き、重要な社会インフラとして、わが国の経済成長に大きな役割を果たし

ていくことを期待されている。 

現在、わが国の物流は、少子高齢化等に起因する国内市場の変化や人手不足

をはじめ、多様な課題に直面しているものの、これらは決して克服不可能なも

のではない。本提言において抽出した物流に関連する諸課題について、民間と

政府が、時に自ら行動し、時に密に連携して解決を図り、国内の構造改革や国

外市場への積極的な展開につなげていかなければならない。 

その鍵を握るのは、Society 5.0が標榜する革新技術の社会実装である。これ

を着実に遂行することによって、既存の物流システム・ビジネスの効率化、高

付加価値化を追求し、国内の物流基盤を磐石なものにしていく。また、物流・

貿易に関するデータ利活用を積極的に推進し、世界におけるプラットフォーム

構築で優位に立つとともに、先端技術を活用した物流施設を一層整備し、高度

化を図ることで、世界の顧客を引き付ける重要な国際輸送ハブとしての機能を

拡充させていく。同時に、わが国の特色ある物流サービスを世界に展開するの

はもちろんのこと、多くの新しいビジネスの発掘と育成も図っていく。 

今こそ、Society 5.0の実現を通じて、わが国の物流の魅力を高め、競争力を

強化し、ひいては国連の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の掲げる産業と

技術革新の基盤づくり（目標９）や気候変動対策（目標13）などの達成に貢献

していくことが求められる。 

以 上 
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